
様式第１号
年 月 日

渋川市長 様

住 所

申込者 氏 名

生年月日

電話番号
（日中に連絡の付く電話番号を記載してください。）

６５歳以上の世帯員

氏 名

生年月日

※申込者が６４歳以下の場合は、補助対象者の要
件を確認するため、６５歳以上の世帯員を１人記
入してください。

渋川市住まいの防犯対策支援補助金交付事前申込書
渋川市住まいの防犯対策支援補助金について、関係書類を添えて下記のとお

り申込します。
なお、申込に当たっては、渋川市住まいの防犯対策支援補助金交付要領（補

助対象者）の要件に該当すること及び本申込書の４を誓約し、補助金交付審査
のために市が住民基本台帳の閲覧、市税の納付状況その他の必要な調査をする
ことに同意します。

記

１ 防犯機器 防犯カメラ・人感センサーライト・カメラ付きインターホン

２ 設置に要する経費

（概算） 円

３ 申請額

円（最大２万円）

４ 誓約事項

下記に記載の渋川市住まいの防犯対策支援補助金交付要領の補助対象経費

及び交付条件を確認し、防犯機器を購入及び設置します。

渋川市住まいの防犯対策支援補助金交付要領（抜粋）

〈補助対象経費〉

補助対象事業を実施するために要した経費のうち、次に掲げるものです。

ただし、（１）に掲げる経費を必ず含むものとします。

（１） 防犯カメラ、人感センサーライト又はカメラ付きインターホン（以

下「防犯機器」という。）本体の購入又は購入及び設置工事（以下「設

置等」という。）に係る経費

※スマートフォン、タブレット端末、パソコン、映像を録画する機能を有



しないダミーカメラ、センサー機能を有しないライト、再生機能を有し

ないインターホンは補助の対象としない。

（２） 防犯機器に対応した録画機、モニター、センサーその他の付属機

器の設置等に係る経費

（３） 防犯機器を設置するためのポールの設置等に係る経費

（４） 防犯機器を設置している旨の表示シール等の設置等に係る経費

（５） 録画機に設置するＳＤカードその他の記録媒体の設置等に係る経

費

（６） 電力供給申請に係る経費

（７） 前各号のほか防犯カメラ等を設置するための取付金具その他の消

耗品の設置等に係る経費

〈交付条件〉

（１） 防犯機器の本体は、屋外に設置すること。

（２） 防犯機器は、申請者の居住している市内の住宅に設置すること。

（３） 事業者の事業に供する店舗、事業所等のみに使用している物件へ

は防犯機器を設置しないこと。

（４） 防犯機器の設置に当たって、近隣の住民のプライバシー侵害等の

平穏な生活の侵害がないように努めること。

（５） 防犯カメラの撮影区域は、設置の目的を達成するために必要最小

限の区域とすること。

（６） 補助対象者は、補助金の交付を受けて設置した防犯機器の適切な

維持管理に努め、交付目的に反して使用し、譲渡し、貸付けし、又は担

保しないこと。また、市長が認めた時を除き、補助金の交付後６年間は、

交換又は廃棄しないこと。

（７） 補助対象者は、事業の遂行に関する報告及び実地調査に応じるこ

とを求められた場合は、これに応じなければならないこと。

５ 添付書類

（１）申込者の身分証明書の写し

（２）委任状（様式第２号）（第三者が申込する場合）



様式第２号

委任状

年 月 日

（宛先）渋川市長

委任者 住 所

氏 名

生年月日

電話番号

私は、渋川市住まいの防犯対策支援補助金交付申請を行うに当たり、

下記の者を代理人に選任し（ □事務に関する全ての権限）を委任します。

（ □受領に関する権限）

代理人

住 所

氏 名

（代理人の身分証明書の写しは裏面に添付）



様式第３号
年 月 日

渋川市長 様
住 所

申請者 氏 名

生年月日

電話番号
（日中に連絡の付く電話番号を記載してください。）

渋川市住まいの防犯対策支援補助金交付申請書兼実績報告書

渋川市住まいの防犯対策支援補助金について、関係書類を添えて次のとおり
申請します。

記

１ 防犯機器 防犯カメラ・人感センサーライト・カメラ付きインターホン

（１）防犯カメラ メーカー：

製品名：

（規格・品番等）

（２）人感センサ メーカー：

ーライト 製品名：

（規格・品番等）

（３）カメラ付き メーカー：

インターホン 製品名：

（規格・品番等）

年 月 日

２ 設置日 ※複数機器を設置した場合は、最後に設置した機器の設

置日

３ 設置場所 自宅（玄関・裏口・軒下・その他（ ））

４ 他の補助金申請の

有無 有 無

５ 設置等に要した額

円

６ 補助金の申請額

円（最大２万円）

７添付書類

（１）渋川市住まいの防犯対策支援補助金交付誓約書（様式第４号）

（２）領収書の写し等の支払が証明できる書類（機器の名称、規格、品番

等が明記されていること）

（３）設置した機器の名称、規格、品番等が明記されたカタログ等の写し

（４）設置後の写真

（５）振込先の口座情報が分かる書類（通帳見開き部分の写し等）

（６）その他市長が必要と認める書類



様式第４号

渋川市住まいの防犯対策支援補助金交付誓約書

下記の内容をご確認いただき、交付申請書兼実績報告書（様式第３号）と併

せてご提出ください。（チェック欄にチェックマーク☑の記載をお願い

します。）
誓 約 事 項 チェック欄

防犯機器の設置に当たって、近隣の住民のプライバシー侵

害等の平穏な生活の侵害がないように努めます。

防犯カメラの撮影区域は、設置の目的を達成するために必

要最小限の区域とします。

防犯機器設置によりトラブル等が発生した場合には、自己

の責任をもって解決いたします。

無線ＬＡＮ、インターネット回線等により、映像の送受信

を行う場合は映像が外部へ流失しないよう必要な対策を講

じます。

画像データは、漏えい、滅失、改ざん等しないように管理

徹底します。

画像データは、刑事訴訟法第１９７条に基づく捜査への協

力に努めます。

補助金交付後、補助金要件を満たしていないこと、虚偽の

申請その他不正な手段により補助金の交付を受けたことが

判明し､交付決定が取り消された場合は、指示に従い速やか

に補助金を返還します。

渋川市から、報告・調査の求めがあった場合は、これに応

じます。

年 月 日

申請者氏名（自著）



様式第５号

第 号

年 月 日

様

渋川市長 印

渋川市住まいの防犯対策支援補助金交付（不交付）決定及び確定

通知書

年 月 日付けで申請のあった渋川市住まいの防犯対策支援補助金に

ついて、下記のとおり決定したので、通知します。

記

１ 補助金の申請額
円

２ 補助金の決定・確定額
円

３ 条 件 （１） 防犯機器の本体は、屋外に設置するこ
と。

（２） 防犯機器は、申請者の居住している市
内の住宅に設置すること。

（３） 事業者の事業に供する店舗、事業所等
のみに使用している物件へは防犯機器を設置
しないこと。

（４） 防犯機器の設置に当たって、近隣の住
民のプライバシー侵害等の平穏な生活の侵害
がないように努めること。

（５） 防犯カメラの撮影区域は、設置の目的
を達成するために必要最小限の区域とするこ
と。

（６） 補助金の交付を受けて設置した防犯機
器の適切な維持管理に努め、交付目的に反し
て使用し、譲渡し、貸付けし、又は担保しな
いこと。また、市長が認めた時を除き、補助
金の交付後６年間は、交換又は廃棄しないこ
と。

（７） 事業の遂行に関する報告及び実地調査
に応じることを求められた場合は、これに応
じなければならないこと。

（８） 偽りその他不正な手段により交付決定
又は交付を受けた場合は、補助金の交付決定
の全部又は一部を取り消すことがある。

（９） 次の場合は、指定された期限までに、
補助金を返還すること。
ア 補助金の交付を受けた後、補助金の交付
決定を取り消された場合は、取消しに係る
部分の金額

イ 交付を受けた補助金額が交付の対象とな
る事業及び経費の実績額に基づき積算し確
定した額を超える場合は、超える部分の金
額

４ 補助金不交付理由

５ 指 示



様式第６号

渋川市住まいの防犯対策支援補助金交付請求書

年 月 日

渋川市長 様

請求金額 円

上記の金額を請求します。

ただし、渋川市住まいの防犯対策支援補助金

請求者 住所

氏名

（振込先口座）

カナ

口座

名義人 漢字

口座番号

金融機関名 本･支店名

店

口座種別 当座 普通 口座番号

（請求書≠口座名義人の場合に以下を記載）

私（請求者）は、上記の 受 住所

事業に係る金銭を受領する 任

権限及び附帯する一切の権 者 氏名

限を右記の者に委任しま

す。 電話

■注意事項

１ 振込口座がゆうちょ銀行の場合は、金融機関名欄に「ゆうちょ銀行」を、

本･支店名欄に「（店番）」を記載してください。

２ 請求者と口座名義人が相違している場合は、受任者欄に口座名義人を記載

してください。

３ 振込口座以外の訂正はできませんので、振込口座以外の記載事項を修正す

る場合は改めて請求書を提出してください。


